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This paper asked "Why the Study in FiscalAspects of Education has not established?"and this paper pointed out

two difficlllties. First is that the educational finance is not independent of general finances. Second is that the

viewpoint which sees education as a sanctuary.
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Ⅳ.おわりに

I.はじめに

かつて小川正人は,自身の博士論文を基にした単著

のあとがきの中で次のように述べていた.

日本の教育財政学は,教育財政(制度)史研究, (公)

教育費研究,教育条件整備の教育財政研究,教育経済

学等といった研究領域や隣接諸科学との学際的アプ
ローチを拡げてくるなかで,その学的基盤を豊かなも

のとして整えている･ -(中略)･ ･ ･政治,経済･

財政,教育の有機的な関係を解明することを課題とす

る教育財政学という性格から,そして今日の社会科学

のパラダイムが厳しく問われている状況の下で,教育

財政学が｢教育の政治経済学｣の重要な一領域をにな

いうることを自覚しながらも- ･(中略)-･｢政策

科学｣としての教育財政学という立場からの研究もよ

り一層強く押し進められていくことが必要になってき

ているように思う.以上のような研究テーマとアプ

ローチは,今後の私自身の研究課題としていきたいと

考えている2).

このような展望を表明していたにもかかわらず,その

後の小川の研究は,概説書の分担執筆3)や連載講座4)

を(恐らくは依頼されて)執筆することはあっても,必

ずしも上述のような方向ですすめられてきたわけでは

なかったように思われる5).無論そこには,小川自身

の研究テーマの選択というある種個人的な判断が関係

していると思われるが,本稿はそのような判断の際に,

戦後日本の教育財政研究が持つ｢美乱点｣が関係してい

るのではないか.また,そのような｢難点｣が存在し

たことによって,戦後教育財政研究は教育財政｢学｣と

言えるまでに高まらなかったのではないかという点に

主要な関心を持つ,そこで,本稿は,戦後教育財政研

究が教育財政｢学｣を成立させ得なかった要因につい

て整理することを目的とする.

なお,大急ぎで断っておくが,筆者は戦後教育財政

研究を教育財政｢学｣にまで高められなかったという

点について筆者以前の世代を糾弾しようというのでは

ない.先達たちが突き当たった｢難点｣は,後に続こ

うとする者にとっても立ちはだかるのではないか.だ

とすれば,そのような｢難点｣について予め覚悟を決
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めておくことは無駄なことではないだろうと思われる,

ただそれらの｢難点｣は恐らく経験上少なからず認識

されていることが予想できる.その意味では別段目新

しいことを述べようとはしていないということは予め

断っておきたい.

以下,本稿では,まず,教育財政｢学｣が成立して

いないことを示す.その上で,教育財政研究それ自体

を扱った論文の検討を通して,何が｢難点｣だったの

かについて整理する.

Ⅱ.教育財政r学｣は存在しているか

本節では,本論の前提として,教育財政｢学｣が成

立していないこと,言い換えれば戦後日本の教育財政

研究が｢学｣にまで高まらなかったということを示す.

｢教育財政学｣の名をその標題に含む書籍としては,

伊藤(1952),内藤(1953),五十嵐(1978),市川･皇･

高倉編(1978)を数えるのみである.また,論文のレ

ヴェルでも,管見の限りでは,五十嵐(1952)と末冨

(2006)があるのみである.このような状況-つ取って

みても,教育財政｢学｣は成立していないと言えそう

だが, ｢学問の成立要件｣についての議論も参照してお

きたい.

｢学問の成立(科学の制度化,学問の制度化)｣につ

いて主として考察してきたのは知識社会学の分野であ

る.この分野において, ｢学問の成立(科学の制度化,

学問の制度化)｣は｢ある学問分野が(既存の)学界,

さらには一般社会で独立した専門として市民権を認め

られる｣6)ことを指すが,その成立の要件としては以

下の四つが挙げられる7).すなわち,

①大学の中に公的な足場をもつこと,たとえば講義題

目,講座,学科が作られ,専門の教授や学生ができる

こと.

②一般の人びと,特に政府がある学問分野を評価承認

し,精神的,財政的な援助を与えるようになること,

③専門研究者集団が出現し,学会を組織すること.

④定期的にその学問の成果を公表する公的機関(大会

など)をもち専門雑誌を発行すること.

である8). ③④については.教育財政研究に特化した

学会や専門雑誌は存在せず,日本教育行政学会9)や日

本教育制度学会等の場において研究成果が公表されて

いるのが現状である. (丑の講義についても, 2002 (平

成14)年度に全国の大学の開設科目を調査した元兼正

浩の調査によれば, ｢教育財政学｣という講義題目が設

定されているのは神戸大学と鹿児島大学のみであり,

類似の科目としては信州大学に｢教育財政特講｣が設

置されるのみである】0).学科についても, ｢教育財政

学科｣を持つ大学はない,また,藤田(1994)で挙げ

られている｢教科書の刊行｣についても,わずかに小

川編著(1996C)があるのみで,多くの場合は教育行政

学の概説書で一部を当てられるに止まっている‖).こ

れらの点から言っても,現状において,教育財政｢学｣

が成立しているとは言えないのである.

なお, ｢教育財政｣が戦後のある時期に教育学研究の

中で｢花形的地位｣を占めるに至ったとする論者もい

たように12),また, ｢最近漸く一つの学問体系を形成

しようとしている｣13)と述べられていたように,この

ことは必ずしも戦後を通じて成立していなかったとい

うことを意味するとは限らない.だが,戦後全国の大

学に｢教育財政学｣という科目が設置されたのは, 1948

年に始まったIFEL (教育指導者講習会)及び1949年に

改正された教育職員免許法施行規則で,例えば教育長

免許状取得の選択科目として位置づけられた14)こと

による.つまり,そもそも研究の蓄積が行われ,理論

が深まり,教育学や財政学から独立する必要があって

独立したわけではないのである.その意味で五十嵐顕

がその孝明期を振り返って, r教授要目のようなものが

あってのことではなかった｣ 15)と述べているのは,上

述のような｢学問としての要件｣を備えずに科目とし

ての設置が先んじてしまったことを意味しているので

あり,その存立基盤がそもそも脆弱であったことを示

唆していると思われる.

Ⅲ.教育財政｢学｣成立への遠い道のり

本節では,戦後日本の教育財政研究が持っていたと

思われる｢難点｣を整理する.その際に,教育財政研

究それ自体についての論文16)を検討したが,それぞれ

の論文をレヴューすることは,屋上屋を架すことに

なってしまう恐れをなしとしないので,基本的論点を

明らかにするプロセスで文献に言及するというスタイ

ルをとる,以下では, ｢教育財政｣の成立についてと教

育-の｢思い入れ｣とその帰結としての｢教育財政聖

域論･教育費優先論｣について取り上げる.

A. r教育財政｣の成立について

第一の,そして恐らくはこれからも常に付きまとう

であろう最大の｢難点｣は, ｢教育財政｣それ自体の成
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立についてである.言い換えれば,教育財政｢学｣の

対象となるはずの｢教育財政｣からして,それが存在

するか否かという議論がある.

｢教育財政不存在｣説としては, 1950年代中盤から

後半にかけて大蔵省主計局で文教予算を担当していた
】7)相滞英之によるものがある,相薄は, ｢教育財故と

いうものが存在し得れば,当然社会福祉財政,あるい

は厚生財政,防衛財政等々,財政の一部分がそれぞれ

独自の財政を形成すると思われるのであるが,筆者は

寡聞にして,そういう言葉を聞いていない｣18)とした

上で,近代経済社会における財政の統一性,予算の総

計主義等の原則からすると,教育財政はそのための財

源を確保する手段にまで及ぶものではなく,教育に関

する財政の収支を一つの独立した財政形態と見なす考

えは行き過ぎであるとする19).

このような見方は大蔵省の官僚に限ったものではな

い.文部省の内部からも,当時文部大臣官房長であっ

た安嶋蘭が同様の議論を行っている.安嶋は,戦後日

本の教育財政改革に大きな影響を与えたアメリカの教

育財政制度との対比の中で, ｢公法人としての学区も存

在せず,また教育税という特別の税目も存在しないわ

が国においては,事実上も,理論上も, 『教育財政』, 『学

校財政』というものの存在する余地はない｣20)として,

｢教育財政｣が存在しないことを論じる,

ここで論じられている｢教育財政不存在｣説は,敬

育に関する独自の税源が存在しないため,総体として

の｢教育財政｣が存在しないとするものである21).確

かに(一般)財政学において, ｢財政｣とは, ｢租税や

公債発行で財源を調達して必要とされる支出を行う｣
22)ことであるとか, ｢公共部門の歳出入｣ 23)や, ｢政

府が強制力にもとづいて社会を統治するために,必要

な貨幣を受け取ったり,支払ったりすること｣24)など

と定義される.これらの定義はいずれも, ｢租税(ない

しは公債発行)と配分｣を｢財政｣の要素として含む

ものであると言えるが,確かにこのような一般財政学

上の定義に基づく限り, ｢教育財政｣は存在しないこと

になる.しかし,相津においても安嶋においても,そ

のような意味での｢教育財政｣を否定する反面,教育

(経)費25)にかんする研究の必要性は指摘されている
26)ように,公費から支弁された教育費(公教育費)や

国や地方自治体の予算全体の中の教育関係費用の分析

までをも否定しているわけではない.その意味で,研

究対象としての｢教育財政｣とは,一般財政学上の定
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義によるものではなく,市川昭午の言う｢教育の財政

的側面｣27)という程度の意味で用いられるべき用語で

あると考えられる.

さて,ではなぜ教育財政研究は, ｢教育の財政的側

面｣の学としての教育財政｢学｣としても成り立たな

かったのだろうか.この点について｢教育財政｣成立

の困静性に即して考えてみたい,

教育財政が一般財政から独立しておらず,将来にお

ける独立も現実的ではない以上,教育財政研究が対象

としうる領域も限られてくる.市川昭午は,教育財政

研究の研究課題を, ①教育経費論, ②教育配分論, ③

教育財源論, ④教育財政政策論, ⑤教育財務会計論の

5つに分けている2阜)が,このうち,日本の教育財政研

究は戦前･戦後を通じて, ③の教育財源論,その中で

も義務教育費に関する補助金研究,言い換えれば,国

家財政と地方財政が(公)教育費をどのように分担す

るかという点を中心的な関心･対象として展開してき

た29).これは,上述のように教育財政が一般財政から

独立していない中で教育財政研究を行おうとすると,

国家財政においては,歳出の部分における教育特定財

蘇(義務教育費国庫負担金等)を主たる対象として設

定しがちなことによると思われる.そして実際の研究

動向としては,戦後教育財政研究の主流派が依拠した

｢公費教育主義｣ 30)の観点と結びつき,ただ徒に公費

による負担を拡大することの(得てして運動のレヴェ

ルでの)要求に終始することとなった.

市川によって挙げられた他の研究課題についても確

認しておこう, ｢教育サービスに入用とされる資源の配

分基準を検討する｣ 31)と定義された②の教育配分論に

ついては,次項で述べるような｢教育費優先論｣によっ

てほぼ顧みられることがなかった.また, ｢政府の教育

財政活動が国民経済にどのような影響を及ぼすかを明

らかにすること｣32)とされた④の教育財政政策論につ

いては,教育(行)財政研究がある政策の｢効果｣や

｢影響｣についての評価や分析を不得手にしていたこと

もあって33),この領域は主として教育社会学の中で注

目されてきた教育経済学によって担われることとなっ

た.

最後に,教育財政学と教育経済学を峻別しうる領域

であるとされた34)⑤の教育財務会計論については,伊

藤和衛による先駆的な業績35)がありながら,学校に配

当された予算を分析対象としたまとまった研究は数少

ない36)し,学校毎の教育費についてはデータの蓄積も
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なされていない37)現状である.だが,このような研究

状況は,そもそも｢学校｣財政(財務)と銘打つほど

の権限が各学校に与えられてこなかった歴史の中では

やむを得ないものと考えられる38).だが, ｢特色ある

学校｣であるとか｢学校の自律性｣といった考え方が

全体の潮流となっている今日の状況を考えるとき,学

校財務(会計)は今後大きな注目を集める領域となる

ことが予想される39).

これらを踏まえるならば,今後の教育財政研究は,
一般財政の一部としての教育財政という立場を自覚し,

これまでの伝統的な領域であった(国庫)補助金研究

のみならず,その守備範囲を拡げ,研究の蓄積を行っ

ていくことが喫緊の課題となろう,その際に,隣接領

域である財政学(特に地方財政論)や教育経済学の分

野で蓄積されてきた知見を積極的に吸収することは当

然であるし,社会的再帰性の高まった今日においては,

教育財政政策の効果や影響についての分析は避けて通

ることはできない40)という現実に目を向ける必要が

ある事は言うまでもない,これまでの研究の偏りから

すれば,対象領域を拡大していくことが,一つの体系

だった学問領域となるためには欠かす事ができないと

考えられるからである.

B.教育への｢思い入れ｣と教育財政聖域論.教育費優

先論

第二に挙げられる｢菓臣点｣は,教育-の｢思い入れ｣

と,戦後教育学の主流を担った論者らにしばしば見ら

れる教育財政聖域論4り･教育費優先論の影響について

である.対象領域-の思い入れは,個別領域研究がと

もすれば陥りがちであると指摘されている42)が,この

｢教育財政聖域論･教育費優先論｣は,そのような対象

領域-の思い入れが強かったであろうがゆえの視野狭

小によってイデオロギーを前面に出してしまった結果

であるという事ができる43).

ここで｢教育財政聖域論･教育費優先論｣とは,主

として戦後教育学の主流派であった民主国民教育論の

立場の論者によるものを指すが,このような立場に立

つ論者は,国家財政に占める文教費(教育費)の削減

を他の費目の増加との対比の中で批判したり44),国の

政策が｢安上がり｣45)な｢低文教費政策｣46)であり,

｢財政のための教育低下｣47)を招くとした.しかしこ

れらの批判は,上述のように教育財政が一般財政から

独立しておらず,またそもそも予算総額に限界がある

中では, ｢教育さえよければそれでいい｣という独善的

な志向として映る事になる.

このような研究の傾向については,例えば経済学の

分野から,木原万樹子が, ｢教育理念,教育優先といっ

た理想論が先走りして,財政制度が後付になる傾向｣
48)が戦後を通じて見出されるとして,大川政三は,権

利を根拠に諸要求を非妥協的に主張しあうことが経済

的に非効率的な政府を作り上げるとしてそれぞれ批判

している49).

また,隣接地領域から50)のみならず,教育財政研究

の内部の論者からも指摘され,同時に批判されてきた
51).例えば,高見茂札　財政錯覚をもたらすような特

定補助金や巨額の地方債発行を, ｢教育聖域論｣ないし

は｢教育神聖論｣によって憲法･教育基本法を盾に当

然の権利であるとする主張に対し了法規定上の諸権利

は,未来永劫絶対的なものではなく,社会･経済状況

の変化に対応して相対的に解釈されるべきものである｣
52)として,無尽蔵な教育費要求を批判する.また小川

正人は,教育財政の自律性･独立性･優先的確保等の

主張は, ｢教育財政の孤立主義･自己完結性の非現実

性･観念性｣ 53)を持ったものであり,教育財政は一般

財政･制度の中で捉えるべきであるとした上で, ｢公教

育費の優先的確保という主張は,政治的主張としては

ともかく,教育財政の研究方法･視点としては観念的･

抽象的レベルにとどまるものでしかない｣54)と厳しく

批判している55),

このような｢教育財政聖域論･教育費優先論｣がメ

インストリームを占めたことによって,戦後日本の教

育財政研究は,教育費支出を裏付ける合理的な根拠を

もって他領域の論者と渡り合うこともなかった.教育

費の削減を求める諸勢力を(ただ教育費を削減したい

という主張ではなく,それが副次的な要求であったと

しても), ｢教育という崇高な理想に対する無理解｣と

して片づけてきてしまったからである,また, ｢人的資

本理論革命｣や｢教育投資論｣ 56)を｢人間を物的資源

と同一視し,人間の尊厳を冒涜するぺ)の｣として感情

的に批判し57),そこから展開された教育経済学58)と

も没交渉に陥ることによって,結局は｢現実の経済生

活の中の孤島｣59)に自らを追い込んでしまったのであ

る60).

｢再生産機能を失った国家は生き長らえることはでき

ない｣と述べたのはアルチュセールだが61),アルチュ

セールのこの指摘を引くまでもなく,再生産機能とし



｢教育財政学｣成立への遠い道のり

ての教育が社会的に重要な営みであるという事につい

ては異論の余地はないと思われる.だが,だからと

いって即それが無尽蔵な財政支出の根拠となるわけで

はない.対象領域-の思い入れを自覚しながらも,そ

れが独善的なものになっていないかを常に意識しなが

ら,主張を裏付ける合理的･説得的な根拠を示す事を

しなければ,結局のところ広く国民を説得するまでに

は至らないのである.特に｢領域間政治の時代｣ 62)に

あっては,当該領域内の議論は同一方向を向きやすく

なると思われる.そのような時にこそ,冷静な自己批

判が必要となってくるのである.例えば,三位一体の

改革に伴う義務教育費国庫負粗金の廃止問題の際に,

(筆者も含めて)教育財政研究のほとんどの論者は同負

担金を｢維持すべき｣であると主張して(考えて)い

たように思われる63)が,そのような当該領域内の圧倒

的多数派による主張は,外部の者にとって対話不能な

｢教育の論理｣を振りかざした｢教育聖域論｣に陥って

はいなかっただろうか64).中教審義務教育特別部会で

の地方六団体代表委員との攻防にしても,最終的な決

着の付け方(国庫負担比率1/3-の引き下げ)にしても,

多くの議論は(学問上の正当性ではなく) ｢政治｣の領

域で行われたわけだが,その前段階で世論を動かすま

でには至らなかったのもまた事実である65),

東大教育行政学研究室の初代教授である宗像誠也は,

戦後ごく初期の論考で,専門家の役割について次のよ

うに述べている. ｢専門家は民衆に対して情報を提供

し,またこうすればこうなるという因果関係を示して,

民衆の判断に材料を与え,示唆をなすことが出来るは

ずである.出来るはずであるばかりでなく,そうする

ことが民主的社会における専門家の義務でもあり責任

でもある.民衆に対して教育に関する関山を喚起し,

それに関する正しい判断をなさしめるよう努力するこ

とは,教育を職業とする者の義務である-･(中略)-･

事実に基づく資料により自他の認識と経験とをよく整

理しておき,一言でいえば動かぬ証拠に立脚した発言

をすることによって,民衆の窓意による無茶な変動か

ら教育を守ることは,教育の科学的な調査研究があっ

て初めて出来ることだ- ･(中略)･ ･ ･特に教育の

ように,誰でも一家言を持つことが出来るように見え,

しかも客観的科学的研究が今までなされていなかった

領域ではことさらに必要なことであると思う｣66)この

ような指摘は,今も我々に突きつけられていると言え

よう.
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Ⅳ.おわりに

標題を｢『教育財政学』成立-の遠い道のり｣とした

が,もちろん教育財政｢学｣が成立しなければ教育財

政を研究対象としてはならないというわけではなく,

その意味では, ｢学｣の称号を得ること自体に直接的な

意味(実利)はない.だが, ｢学問は自分一人でやるも

のではない｣ 67)のであって,研究者相互間で研究上の

情報のやりとりを行い,専門的な批判の中に身を置き,

持続的に後継者を養成していくための体系的なシステ

ムの存否は,当該研究領域にとってまさに死活問題と

なるように思われるのである.

そして,小川が志向していた,教育財政の｢政策研

究･政策科学的アプローチ｣ 68)を進め,個別領域-の

思い入れを自覚しながら隣接地領域と渡り合っていく

ことによって,政治,経済･財政,教育の有機的な関

係を解明することを課題とする教育財政研究が, ｢教育

の政治経済学｣の重要な一領域を租うための道が開か

れるだろう.教育という｢誰もが経験したこと｣を扱

う｢否応なさ｣の中を歩み出したばかりの筆者に今分

かることは, ｢その道のりは遥かに遠いのではないか｣

ということだけだが,ここから先は21世紀における

我々の課題である.

読

1) Mollenhauer (1985/1987) p.4.

2)小川(1991a) pp.306-7, (括弧内原著)

3)小川(1991b), (1993), (1994a), (1996a)等.

4)小川(1994bc, 1995ab), (1995C～k, 1996b)

5)その後の小川の関心が基礎自治体の教育政策-と

移っていったことを反映してか,小川(1992) (1995C

～gj) (1997) (1998) (2001)等,基礎自治体の教育

財政については継続的に研究成果を公開している.

6)新堀(1984) p.12 (括弧内筆者).その意味では,必

ずしも｢学｣という称号を得るかという点とはズレ

があるかもしれない.

7)同上, pp.13-4 (括弧内原著),

8)藤田(1994)では, (∋大学における授業科目の開講,

②大学における講座･学科･学部の開設, (診学会の

設立･形成, ④機関誌の発行, ⑤教科書の作成･刊

行の五つが挙げられている(p.14).

9)しばしば｢教育行財政｣と呼ばれるように(特に教

育学が教育を対象とする諸科学の集合であるという
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側面からも),教育行政と教育財政は密接不可分の面

があることは言うまでもない.しかし,それぞれの

親学問であるところの行政学と財政学が別個の学問

として存在している現状を考える時, ｢教育行政の下

位概念｣ (伊藤1966:215)としてではなく,敏育財
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ll)近年出版されたものでは,渡部(2004),本多

(2005),上寺(2006)等.
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38号)第9条,

15)五十嵐(1982) p.1.別稿(五十嵐1978)では当

時のアメリカの教育財政研究との対比の中で次のよ

うに回顧している.｢たしかに教育費というものは日

本にもあるのはわかるけれども,しかし日本には教

育財政学というものはほとんどない.全然ないと

いっていいほど探しても何もないわけです.文部省

の方の実務的な本であるとか,若干の解説であると

か,その当時,調査課におられた方々が書いた本が

ありますが,日本の教育学界としては,教育財政と

いうものは教育学研究の中にほとんどその位置を占

めていないわけです｣ (p.12)
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等財政学の一領域としての｢福祉財政｣に関する研
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27)市川(1978) p.17.
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36)清原(1997) (2000) (2001)等.

37)本多(2000) pp.132-3.

38) ｢学校の権限の拡大｣に関連して,市川(1986)を

参照.

39)既に本多(2003),本多･青木(2003),竺沙(2004ab)

河野･千々布(2004)など,基礎自治体レヴェルで

の学校財務改革を扱った研究が公表されつつある.

40) ｢社会的再帰性｣と教育研究との関係については,
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苅谷(2007ab)を参照.

41)このように教育を聖視する傾向は教育財政研究の

みならず,教育の世界に広く見られるところでもあ

る,問題点をいち早く指摘したものとして,市川

(1968ab)を参照,

42)青木(2007) p.66.

43)個別研究領域がイデオロギー的な色彩を帯び(て

いるように映)るのは,教育学や教育財政研究に

限ったことではないようである.西尾(1988)揺,行

政学の立場から林政学の分野の先行研究の問題点を

指摘する中で, ｢林政学的視角は単に分析上の特徴で

あるだけでなく,関係者の価値観を反映しており,

それは彼らが過去の政策に対して行っている批判の

内に看取しうる- ･(中略)- ･林政の自律性,林

業の長期性･計画性とは現実に対する説明概念とい

うよりも,林学研究者や技術者のもつ一種のイデオ

ロギーであって,かかる立場に立つ限り,現実の林

政は自律的であるどころか,むしろ政治的影響を受

けやすいものとして映ずることとなる｣ (pp.16-7)

と述べ,個別領域研究の問題点を指摘している.だ

とすれば,問題はイデオロギー的色彩を帯びて(い

るように映って)しまうことにあるのではなく,そ

のことを自覚し,それが隣接地領域(教育財政研究

で言えば財政学や地方財政論)等教育以外の領域に

おいても通用するロジックであるかを自己批判して

こなかった事にあると言えよう,

44)三輪(1983),中西(1987)等

45)海老原(1974)

46)伊ヶ崎(1974) (1979)

47)伊ヶ崎(1980ab)

48)木原(2005) p.157.
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てしばしば登場する,およそ現実的可能性に対する

自己反省を全く欠いた教育エゴイズムから生ずる極
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対するアンチテーゼとしての教育論特有の精神主義,

これらのきわめて不安定な混合･混在であった.こ

れらの根底をさらに遡って行けば,およそ現代社会

のように巨大機構化した教育組織の改革を,一片の
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その神聖なる教育理念の実現の阻止要因は,あげて

財政捜当機構の『教育に対する無理解』にあるとし

て,全責任を外側に向けて発散させる客観的相対主

義的思考の欠如,およそ実現不可能な過大な教育費
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階に達した場合には,その理由が全く単純に客観的

財政状況の変化のなかに求められるべきはずの場合
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56) ｢教育投資論｣に対する批判は, 1960年5月の経済

審議会長期経済展望部会編『日本経済の長期展望』

や, 1963年1月の同審議会編『経済発展における人

的能力開発の課題と対策』, 1962年11月の文部自書

『日本の成長と教育』等-の批判を噂矢とする.これ

らの批判に対し,伊藤(1967)揺, ｢教育財政研究に

おいては財政投資効果の分析という角度から遅れば

せながら,当然取り組まなければならない- ･(中

略) - ･教育研究の世界に効率概念や能率概念を持

ち込むことが,なにかタブーのような空気がまだあ

るが,これはトンでもないことである.教育に使わ

れているお金は,金持や道楽者の遊び金なのではな

い.民衆の膏血なのである｣ (p.32)と述べ, ｢教育

(財政)聖域論｣的発想を批判している.

57)筆者の手許にあるものでは,教育制度検討委員会

(1974) pp.55-6,梅根(1972) pp.198-201,伊ヶ崎

(1970)等,

58) ｢人的資本理論革命｣以降の教育経済学の展開につ

いては,差し当たり金子(1980)を参照,

59)松田(1957) p.7.

60)教育学全般に対する同様の指摘として,広田

(2007)を参照.

61) Althusser (1970=2001) p.85.

62)青木(2007)を参照.

63)このような理論状況を最も象徴的に表すと考えら

れるのは,これまで義務教育費国庫負担金を｢強度

の中央集権の源泉｣であるとして批判していた論者

までが,義務教育費国庫負担金擁護の論を展開しだ

したことである.例えば,三輪定宣は,三輪(1974)

において,国庫負担制度が不可避的,必然的に国家

による教員支配･管理を根拠づけるとして, ｢公立学

校の教員給与については,結論的にいえば,国庫負

担制度を廃止する方向での制度改革がのぞましいの

ではないかとおもわれる｣ (p.202)と述べていたが,

三輪(2005)では, ｢教育財政最優先｣ (p,145)の立

場に立つことはこれまでと同様であると考えられる

ものの, ｢1953年度実施の義務教育費国庫負担法

は･ ･ ･(中略)･ ･ ･それ自体は,中央集権的制度

として成立したものではな｣ (p.131)く, 1956年の

地教行法施行後においても, ｢その制度自体は地方自

治原理と対立するものではない｣ (p,132)と評価を

翻した,なお,管見の限りでは,教育財政研究の分

野で義務教育費国庫負担金の廃止を支持する立場を

明らかにしていたのは清原(2006)のみではないか

と思われる(p.75).

64)もちろん全員が陥っていたと決めつけるつもりは

ない.説得的な証拠を提示できたか, ｢また教育の連

中が言っている｣として十把一絡げに扱われるよう

な議論の仕方をしていなかったかという点について

の客観的な自己批判が必要なのではないかというこ

とである.

65)無論そこには｢審議会の在り方｣や｢研究成果の

社会的発信｣, ｢国民の啓蒙｣といった別の問題も関

係してくると思われる.

66)宗像(1946- 1975) pp.10-1.

67)宗像(1950- 1954) p.3.

68)小川(1996d) p.342,
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